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１　地方公共団体の事務の改正
　第一次地方分権改革では、いわゆる地方分
権一括法による地方自治法等の改正により、
地方公共団体の事務に関する制度が大きく改
められました。「機関委任事務制度が廃止され、
地方公共団体の事務が自治事務と法定受託事
務に区分された」というように、その概要が
説明されることが多いのではないかと思いま
すが、もう少し整理をして説明すれば、次の
ようになると思います。
①　公共事務、団体委任事務及び行政事務
のいわゆる事務の三区分が改められ、地
方公共団体の事務は、「地域における事務
及びその他の事務で法律又はこれに基づ
く政令により処理することとされるもの」
とされた（地方自治法第２条第２項。なお、
地方公共団体の事務の基本は、「地域にお
ける事務」であると解される。）。

②　機関委任事務制度が廃止され、地方公
共団体の長等の機関に委任されていた国
等の事務（機関委任事務）は、廃止され
たものや国等が直接執行するものとされ
たものを除き、地方公共団体の事務とさ
れた。

③　地方公共団体の事務が、自治事務と法
定受託事務の二つに区分された（地方自
治法第２条第８項及び第９項）。

　地方公共団体の事務の改正については、③
の自治事務と法定受託事務の区分が注目され
ることが多いと思いますが、①の点について、
少し考えてみたいと思います。

２　事務の三区分
　改正前の地方自治法の下では、地方公共団
体の事務は、公共事務、団体委任事務及び行

政事務の三種類に区分されていました。
　公共事務は「固有事務」とも呼ばれ、「地方
公共団体の存立の本来の目的にしたがって、
その住民の福祉の増進を目的として積極的に
各種の事業の実施、施設の設置、経営、管理
等をその主内容とするものであり、その特色
は権力的な要素を含まないことである」と解
されていました。
　団体委任事務は、地方公共団体が法律又は
これに基づく政令の定めるところにより、国
から委任を受けて行う事務であると解されて
いました。
　行政事務は、「積極的に住民の福祉を図るの
ではなく、消極的に住民の福祉を妨げるよう
なものを排除することを目的とし、したがっ
て、その手段として、行政主体が権力的に住
民に臨み、その公権力をもって、住民の権利
を制限し、自由を規制するような内容を持つ
事務を指すもの」と解されていました。行政
事務は、昭和22年の地方自治法の改正により
加えられたものですが、その性格については、
歴史的な沿革から団体委任事務の一種と考え
る説と、それまで国に留保されていた権力的
事務が改正により地方公共団体にも包括的に
移譲されたものと考える説があり、また、公
共事務との関係についても諸説があったとこ
ろです（塩野宏『行政法Ⅲ』（初版）113頁以
下参照）。

３　事務の三区分の問題点
　この事務の三区分については、（ⅰ）公共事
務と団体事務の区別は困難である、（ⅱ）公共
事務と団体委任事務の区分はその事務の本来
の帰属主体の相違による区分であるのに対し
て、行政事務であるかどうかは権力的要素の
有無による区分であって、異なる基準による
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区分を混在させている、というような強い批
判がありました。
　更に、そもそも法的な効果という観点から
みると、このような区分を設ける法的な意義
や効果が事実上存在しないという問題があっ
たところです（行政事務については、その処
理に関しては、条例で定めなければならない
との規定がありましたが（改正前の地方自治
法第14条第２項）、規制事務に条例の根拠が必
要であるというのは、侵害留保の原則の確認
として説明することができ、あえて行政事務
という事務の区分を設ける必要はないものと
考えられます（塩野・前掲117頁）。また、行
政事務の性格や公共事務との関係等について
も、前述のとおり、議論があったところです。）。
　したがって、この事務の三区分は法律的に
は事実上無意味なものであったと言っても過
言ではないでしょう。しかし、法律論から離
れて考えると、この事務の三区分論、特に公
共事務と団体委任事務の区分論は、第一次分
権改革前の地方制度の考え方に大きな影響を
与えていたのではないかと思います。「団体委
任事務＝その本来の帰属主体は国」という図
式を前提とすると、無意識のうちに「事務の
本来の帰属主体である国が、その事務の処理
について、地方公共団体に広範な関与を行う
ことは当然」というような発想が生じていた
のではないか、そして、そのような発想が、様々
な制度の設計や関係法令の解釈運用にも反映
されるということがあったのではないかと思
われるところです。
　地方自治法第２条第２項が現行のように改
められ、地方公共団体の事務について、その
本来の帰属主体というものが問題とならない
こととなったこと、つまり、地方公共団体の
事務について、「この事務は国の事務か？」と
いうようなことを考える必要がなくなったこ
とは、従来の意識を根本的に改めさせ、国と
地方の関係を考える視点を大きく転換させる
こととなったのではないかと考えられます。

４　自治事務と法定受託事務
　それでは、自治事務と法定受託事務の区分
が創設されたことは、どのように考えるべき
でしょうか。

　地方自治法第２条第９項に、法定受託事務
の定義が置かれています。先入観なく、素直
に、条文を読んでみてください。ある地方公
共団体の事務が、「その性質・背景等から、特
に、その適正な処理について国（又は都道府県）
が高い関心と責任を有し、適正な処理を確保
する必要があることから、その処理の仕方等
や国（又は都道府県）の関与等の在り方の面
において取扱いに差異を認める必要があるも
の」である場合には、その事務が法定受託事
務として特に定められることとなっている、
ということが理解できると思います。つまり、
ある事務を法定受託事務にすべきかどうかと
いうことは、その事務が国の事務かどうかと
いうようなことで決まるのではなく、端的に、
その事務について、国等の関与等に関して、
取扱いの差を認める必要があるかどうかとい
うことにより決まることとなっているのです。
そして、自治事務は、同条第８項において、「自
治事務＝地方公共団体が処理する事務－法定
受託事務」と定義されているだけです。
　このように、現在では、地方公共団体が処
理する事務について、「それは、国の事務か？」
というようなことを考える必要性は全くあり
ません。法定受託事務については、その名称
に「受託」の文字が使用されているためか、
なお、国の事務的なイメージを持っている方
もいらっしゃるかもしれませんが、そのよう
な誤解を払しょくするためにも、法定受託事
務は正真正銘の地方公共団体の事務であると
いうことを強調しておきたいと思います。
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